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 近年，情報技術を建設業において活用する取り組みが世界的に広がっており， BIM(Building Information 

Modeling)がイギリスでは 2016 年に義務化された．我が国では建築分野で先行した応用を土木分野に拡大

導入するため，国土交通省の主導により CIM(Construction Information Modeling)が提唱され，2017 年には

「CIM 導入ガイドライン(案)」が発表された．このように設計から施工への連携など，ライフサイクルにお

ける情報マネジメントやそのための契約執行形態に関する検討が進められている．  

 本研究では，第一に，CIM における広範な制度的課題と BIM を主眼に置いた海外の情報技術の活用につ

いて概観しつつ，日本における情報技術の活用を CALS/EC という施策を起点に BIM，CIM，i-Construction

までを位置づけることで，日本における CIM が検討すべき課題は情報のマネジメントであることを明確に

する．設計から施工への，少なくとも情報マネジメントに関してはシームレスな環境が CIM 導入効果を最

大化するためには不可欠であることを，設計施工分離発注の民間実工事を対象とした分析により示す．そ

して，CIM におけるライフサイクル情報マネジメントの実現のための方法論を，BS1192 および PAS1192-2 

に基づいて考察する． 
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1． 序論 

 

（1） 背景 

 現在の日本において建設業の生産性向上は急務で

ある．技能者不足が顕著となるなか，情報技術を用い

た生産性向上は建設業の長時間労働など，労働環境

改善にも大きな寄与を果たすと期待されている．日

本国内では 1996 年から取り組みが始められた
CALS/EC(Continuous Acquisition and Life-cycle Support 

/Electronic Commerce)においてライフサイクルにおけ

る情報技術の活用を目指していたが，電子入札，電子

納品など全体の一部分での活用に留まった． 

その一方で，2000 年代に建築分野で属性を持つ 3

次元モデルを作成・発展させてライフサイクルを通

して利活用する BIM(Building Information Modeling) 

の概念が広がりを見せ，2014 年には国土交通省によ

る「BIM ガイドライン」1)が整備された．BIM の概念

図を図-1 に示す．BIM の活用を背景に，国土交通省

は土木分野への BIM の拡大導入と活用を目指した，

CIM(Construction Information Modeling)を掲げ，2017

年には「CIM ガイドライン(案)」2)を策定するなど導

入が進みつつある． 3 次元モデルを中心とした BIM

や CIM の導入が進みつつあるが，諸外国に比べてそ

の導入レベルは必ずしも高くないのが現状である． 

 

（2） 既往の研究  

 我が国における BIM や CIM に関する研究の状況

を概観する．我が国においては，２次元図面から３次

元プロダクトモデルへの移行，３次元モデルのデー

タ構築やその表現，標準化などに関する研究が多く

行われてきた． 

効率的なデータ作成に関しては，小林ら 3)は，2 次元

図面と VR を用いた 3 次元可視化を検討して２次元

図面資産の有効活用を提案し，矢吹ら 4)は膨大な BIM

データからデータ量の小さいモデルを作成する方法

 
図-1 BIM の概念 
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を提案し，景観シミュレーションへ応用した．3 次元

データ構造の提案については，有賀ら 5)は，開削トン

ネルに対するプロダクトモデルを開発し，実構造物

に適用できることを示し，有賀ら 6)は，維持管理の重

要性に鑑み，変状に関する情報作成過程の記録と経

年変化の管理を目的として，IFC を拡張したプロセス

モデルを開発した．さらに，有賀ら 7)は光波測量機で

取得したコンクリート構造物のひび割れデータに対

するプロダクトモデルの生成方法を開発し，時系列

の維持管理データの総合的な管理分析を可能とした．

小林ら 8)は，CIM として作成する部材が多い鋼上部

工を対象として，3 次元モデルをパラメトリックモデ

リング手法により効率的に作成する方法を提案した． 

データのマネジメントシステムに関しては，四月

朔日ら 9)は，橋梁に関する CIM データは，ライフサ

イクルで発生する膨大なデータ量となり，それを効

率的に扱うことのできるデータベースマネジメント

システム（DBMS)が必要となることから，データを

格納する方法を検討した．藤田ら 10)は，点群データ

を BIM において活用するためマニュアル操作で編集

し属性を与えるシステムを開発した． 

3 次元モデルに関連するその他の標準化に関して，

窪田ら 11)は，3 次元地形モデルの表記の標準として

「3 次元地形描画ガイドライン」を提案し，板倉ら 12)

は，3 次元モデルを作成するコストを算出するととも

に，モデル適用の便益の算出方法を検討した．これに

より最適なモデル詳細度の特定する方法を提案した．

より包括的な取り組みとして，田中ら 13)は，建設事

業において３次元 CAD ソフトを迅速低コストで導

入活用できるよう，国際規格に準拠した汎用 3 次元

CAD エンジンを設計した． 

ライフサイクルにおける各フェーズでの CIM 活用

に関する研究も多く行われている．設計に関して，ま

た藤澤ら 14)は，鉄道高架橋を対象に，三次元モデル

より二次元解析のためのデータを出力できること，

IFC との連携等について検討し，宮武ら 15)は，築堤

工事の設計における CIM の有効性を示すとともに，

CIM を導入する場合のプロセスについて論じ，さら

に，宮武ら 16)は，堤防設計に 3 次元データ利用によ

る受発注者間の業務プロセスの変化の有効性を論じ

ている． 

 積算における CIM 活用に関して，藤澤ら 17)は，実

際の鉄道プロジェクトにおいて三次元設計モデルで

の積算が可能であることを示し，5 次元モデルの必要

性に言及し，藤澤ら 18)は，道路橋の下部工を対象に，

詳細設計で作成した 3 次元モデルを発注者側の積算

で活用する手法を検討した． 

 施工における CIM 活用に関して，杉浦ら 19)は，工

事着手から CIM 導入に取り組まれた国内初のプロジ

ェクトについて，施工時の CIM の取り組みが紹介さ

れるとともに，維持管理への効率的なデータ受け渡

しに関する課題が論じ，畑ら 20)は，施工時の安全性

向上に CIM を利用しようとする先進的な事例として，

トンネル施工時の重要な情報である切羽前方地質情

報を CIM に連携する予測型 CIM の開発の状況を報

告した．また，宮武ら 21)は，CIM の築堤事業におい

て，発注者・施工者以外の第三者の発注者支援により

3 次元モデル作成・修正を実施し，業務フローについ

て考察した．発注者支援業務として導入している． 

維持管理における CIM 活用に関して，清水ら 22)は，

3D 情報モデルをベースとして点検における撮影位

置や工事履歴，図面などの情報の関係者間での一元

管理を可能とし，石田ら 23)は，標準的なウェブブラ

ウザで 3D グラフィックスを表現できる WebGL を土

木構造物の点検業務に応用し，その有効性を検討し

た． 

以上のように，我が国における研究状況としては，

2 次元データとの連携，3 次元データの作成やその構

造，データベースなどの情報のマネジメント技術，情

報環境に関しいて活発に行われ，その応用について

も，設計から施工，維持管理と幅広い． 

しかし，建設プロジェクトのライフサイクルで情

報をマネジメントするための，組織や役割分担に関

する研究は少ない．これに関して，藤澤ら 18)が設計

施工分離発注から設計施工一括発注への移行の必要

性を指摘し，また，宮武ら 21)が，発注者支援業務と

して 3 次元モデル作成者を導入した事例を検討し，

FIDIC 約款におけるいわゆる“The Engineer”が 3 次

元モデルの管理に関わることについて考察している．

また，設計と施工との連携など，フェーズをまたいだ

CIM を核とした連携に関する研究は進んでいない． 

次に，海外における BIM に関する研究の状況を

BIM に関連するマネジメントという観点から概観す

る． Chen らは 24)，設計から施工へのプロセスを支

援するポテンシャルを BIM は有しており，設計品質

改善に有効であり，BIM と組織・プロセスを統合し

たモデルが必要であることを指摘してその有効性を

事例により示し，Chien ら 25)は，BIM を利用する際

の技術的，マネジメント的，個人的，法律的なリスク

を特定し，クリティカルなリスクを同定するととも

に，リスク対応戦略を提案している．Ding ら 26)は，

4D モデルを用いた品質マネジメントの重要性を指

摘し，さらには，安全マネジメントや環境マネジメン

トの分野の BIM 活用研究が進んでいないこと，実際

行われている BIM に基づくプロジェクトは一つのフ

ェーズあるいは一つの領域における活用に限定され

ていることを指摘した Eadie ら 27)は，BIM ユーザに

対する調査により，大きな成果を上げるためには協

調作業が重要であり，ソフトウェア技術よりプロセ

スマネジメントがより重要であると指摘した．

Porwal ら 28)は，公共工事プロジェクトにおける BIM

活用を進めるため，連携のフレームワークを検討し，

設計コンサルタント（BIM アーキテクトを含む）お

よび発注者が作成した初期設計モデルを，発注者・コ

ンサルタントとのコンカレントエンジニアリングに

より施工性やコスト評価などを行って最終設計モデ

ルを構築するため，連携コントラクタ（BIM アーキ

テクトを含む）を置く，新しい契約執行形態を提案し
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ている．Miettinen ら 29)は，技術並びに協調環境とい

う面から BIM を分析し，契約執行のあり方の検討，

様々な組織や環境における実験的利用とソリューシ

ョンの検討が不可欠であり，特に組織間の境界を越

えて学び経験することが重要と指摘している．Liu ら
30)は，BIM による協調設計・施工の成否に影響する

因子を IT の能力，技術マネジメント，態度，役割分

担，信頼，コミュニケーション，リーダーシップおよ

び学習と経験に分類し，さらに技術，人的資源，プロ

セスの 3次元に再分類してその影響を議論している． 

このように，組織や役割分担に関する研究，あるい

は新しいパラダイムを導入する際の個々人の考え方

や価値観に関する考察が，ライフサイクルにおける

有効活用という観点から多く行われている．国内の

研究においても，その重要性は指摘されており，実務

的には，国土交通省において CIM 導入推進委員会が

CIM 実施体制検討 WG を設けて検討をすすめており
31)，今後の進展が期待されている． 

 

（3） 目的 

第一に，CIM における広範な制度的課題と BIM を

主眼に置いた海外の情報技術の活用について概観し

つ つ ， 日 本 に お け る 情 報 技 術 の 活 用 を
CALS/EC(Continuous Acquisition and Life-cycle Support 

/ Electronic Commerce)という施策を起点に BIM，CIM，

i-Construction までを位置づけることで，日本におけ

る CIM が検討すべき課題は情報のマネジメントであ

ることを明確にする． 

次に，設計から施工への，少なくとも情報マネジメ

ントに関してはシームレスな環境が CIM 導入効果を

最大化するためには不可欠であることを，設計施工

分離発注の民間実工事を対象とした分析により示す．

具体的には，地下駅舎の施工を担当する JV が，設計

図書として提供された 2 次元の地下既存埋設管情報

をもとに，図面の整合性や図面の不整合や設計の施

工性の観点からの課題に対する，JV の対処履歴を分

析する．さらに，CIM が検討するべき施工が行われ

る前の図面と竣工時の図面からそれぞれ作成した 2

種類の図面の比較を行い，施工中の設計変更を抽出

する．その変更が設計時に CIM モデルがあることに

よって事前回避が可能であるか考察する．この分析

により，CIM 導入がもたらす効果と限界を考察する． 

そして，CIM におけるライフサイクル情報マネジ

メントの実現のための方法論を，BS119232)および

PAS1192-233) に基づいて考察する．BS1192 は，The 

British Standard Institute （英国規格協会，以後 BSi．)

が「Collaborative production of architectural, engineering 

and construction information – Code of practice」（建築，

エンジニアリング，建設の協調生産 －実務コード

－）であり，PAS1192-2 は設計及び施工段階における

BIM における情報マネジメントに関する BS1192 の

サポートドキュメントである． 

 

 

 

2． BIMの定義 

 

BIM の起源は諸説ある．Building Information Model

という用語を初めてつくりだしたのは Nederveen and 

Tolman34)であるが，BIM の概念としての起源はそれ

以前に遡る．Dave 35)によれば 1975 年に Eastman が米

国建築家協会(AIA)のジャーナルに寄稿した「建築記

述システムの概要 研究報告書 No. 50」36)における建

築記述システム(Building Description System)がBIMの

概念の起源とされている．この報告書は，図面に代わ

るものとして，設計，建設，運用の分析を可能にする

詳細な設計情報を格納・操作するのに役立つコンピ

ュータシステムの設計について概説したものである．

このシステムにおいて建物は部品のセットの空間構

成とみなされ，材料やその供給者などの属性情報が

付与される．また 3 次元空間からの投影図の生成す

る機能があり，現在の BIM の思想を見出すことがで

きる． 

国土交通省の BIM ガイドラインでは BIM とは「コ

ンピュータ上に作成した 3 次元の形状情報に加え，

室等の名称・面積，材料・部材の仕様・性能、仕上げ

等、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを

構築すること」1)と定義されている．これは 3 次元形

状に属性情報を加えた建物情報モデルを構築するこ

とに主眼が置かれた字義通りの定義である．イギリ

スにおける BIM のガイドラインである「AEC (UK) 

BIM Protocol 2.0」(2012)では BIM は「設計および施

工におけるプロジェクトに関する整合され内部的に

一致した計算可能な情報の作成と使用」36)と定義さ

れている．また，BIM は複数の略語としての定義が

あり(Building Information Model, Building Information 

Modelling and Building Information Management)，全体

のプロセスは，Building Information Modelling and 

Management とも呼ばれ，「BIMM」と略されることも

ある．日本ではモデリングとマネジメントの両方の

意味を持たせる場合にも BIM と表記している． 

以上のように定義も複数存在し，統一は困難であ

るが，本論文では BSi(The British Standards Institution)

の PAS1192-2 による定義である「電子オブジェクト

指向情報を使用して建物または社会基盤資産を設計，

施工または運用するプロセス」33)を定義として採用

する．  

 

3． CALS/EC－日本の建設業における BIM導入以前の

情報技術利用 

 

 国土交通省が 1996年から行った情報技術を用いた

取り組みである CALS/EC の目的や結果，BIM との関

係を考察することで，日本国内における BIM/CIM の

情報技術利用における位置付けを明確にする． 
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(1) CALS/EC概要 37) 
 CALS/EC(Continuous Acquisition and Life-cycle 

Support / Electronic Commerce)とは，「公共事業支援統

合情報システム」の略称であり，従来は紙で交換され

ていた情報を電子化するとともに，図-2 に示すよう

に，ネットワークを活用して各業務プロセスをまた

ぐ情報の共有・有効活用を図ることにより公共事業

の生産性向上やコスト縮減等を実現するための取り

組みである．これは，国土交通省が 1996 年に 2010 年

度までを対象期間として策定された「建設 CALS 整

備基本構想(以下基本構想と表記)」に端を発した取り

組みである．なお 2008-2010 年を対象とした「国土

交通省 CALS/EC アクションプログラム 2008(以後

AP2008．)」38)以降，CALS/EC という語を冠する後続

の施策は公表されていない．20 世紀末のアメリカに

よるコンピュータを用いた調達支援，さらに電子商

取引という情報技術発展を背景とした CALS/EC は

「建設 CALS 整備基本構想」において①情報交換（主

に発注者・受注者間），②情報共有・連携（主に発注

者側）、③業務プロセスの改善，④技術標準，⑤国際

交流・連携といった５つの目標を設定している．また，

以下に示すように，基本構想の目標を AP2008 はおお

よそ引き継いでいる． 

 入札契約書類の完全電子化による手続き効率化 

 受発注者間のコミュニケーションの円滑化 

 調査・計画・設計・施工・管理を通じて利用可能

な電子データの利活用 

 情報化施工の普及推進による工事の品質向上 

 電子納品化に対応した品質検査技術の開発 

 CALS/EC の普及 

 

(2) CALS/ECの効果と課題 

  CALS/ECによる期待されていたメリットとその

問題を表-1に示す． 

成果として①情報交換においては電子入札・納品が

普及し，②情報共有・連携においては情報共有システ

ムが効果を挙げた．一方で課題も多い．以下に

CALS/EC において残された課題を挙げる． 

 

 情報共有の理念が先行し，そのメリットを明確

に把握しなかった 

 2D-CAD の標準化が志向されたが，負荷が大き

い割にメリットが限定的であった 

 

 設計施工分離発注では，コンサルタントは請負

者と情報共有できない．ビジネス機会の再編を

含むようなプレイヤーの役割変更には踏み出す

ことができなかった 

 

(3) CALS/ECと BIM/CIM の関係 

 国土交通省の「官庁営繕事業における BIM 導入プ

ロジェクトの開始について」39)において「国土交通省

では，「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム

2008」に基づく具体的な実施項目として，「3 次元デ

ータを活用したモデル設計・施工の実施」を掲げてお

り，今回の試行はその一環として実施するものです」

と述べている．このように日本の官庁においての

BIM は設計・施工段階における実施を念頭に置いて

おり，CALS/EC の AP2008「調査・計画・設計・施工・

管理を通じて利用可能な電子データの利活用」の延

長に位置すると考えられる． 

AP2008 において示された「3 次元データを活用し

たモデル設計・施工の実施」は「調査・計画・設計・

施工・管理を通じて利用可能な電子データの利活用」
38)の具体的な実施項目に含まれている．ここではラ

イフサイクルを通じた電子データ活用が目指されて

おり，3 次元データを活用する設計・施工段階だけで

はなく，調査や維持管理段階に関しても目標が設定

されている．  

 

4． CIMと i-Construction 

 

(1) CIMの概要 

 CIM と は Construction Information Modeling/ 

Management の略称である．国土交通省の CIM ガイ

ドラインでは CIM の概念について「計画，調査，設

計段階から 3 次元モデルを導入することにより，そ

の後の施工、維持管理の各段階においても 3 次元モ

デルを連携・発展させて事業全体にわたる関係者間

の情報共有を容易にし，一連の建設生産システムの

効率化・高度化を図ることを目的としている」2)と説

明している．CIM に関しても CIM ガイドラインにお

い て 「 建築 分 野で の “BIM”(Building Information 

Modeling)を建設分野に拡大導入」2)したものとして位

表-1 CALS/EC に期待されていた利点とその課題 

 

 
 

図-2 CALS/EC における情報共有利活用の構想 
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置付けられているため，CALS/EC に連なる取り組み

であると考えることができる．  

CIM(Construction Information Modeling/ 

Management)は国土交通省の造語であり，海外では

社会基盤整備において情報技術を用いた手法は BIM 

For Infrastructure，特にアメリカでは CIM(Civil 

Integrated Management)と呼称されている．本論文で

は CIM を BIM と同義として「電子オブジェクト指

向情報を使用して建物または社会基盤資産を設計，

施工または運用するプロセス」という定義を採用す

る．また，CIM による利点は BIM による利点と重

なる． 

 

(2) CIMと i-Construction の関係 

i-Constructionは 2015年に国土交通省が表明した建

設業における情報化施工や CIM の取り組みを包含し

た生産性向上の取り組みであり，現在は土工を中心

にその推進が図られている．また，今後橋梁や様々な

工種への拡大が想定されている． 

CIM ガイドラインの整備や建設生産プロセス全体

における 3 次元モデル構築と適用拡大が「 i-

Construction 推進に向けたロードマップ(案)」41)の「3D

データの利活用」に記載されていることからも，CIM

を包含するものであると考えられる． 

一方，日本建設業連合会の発行している「施工 CIM

事例集 2017」41)には写真測量やレーザー測量などの

3 次元測量や自動化施工なども含まれており， i-

Construction の主要な取り組みである「ICT 活用に向

けた取組」と重なる面があり，i-Construction と CIM

の関係は不明瞭な状態となっている．  

 本論文では CIM を i-Construction における「3D デ

ータの利活用」に位置づけられるものであり，3 次元

CIM モデルに基づく情報マネジメントが核となると

捉える．i-Construction における「ICT 活用に向けた取

組」は，ライフサイクルにおけるプロセスを対象とし

た取り組みではなく ICT を用いた測量や自動化施工

に注力しているため，測量という情報入力，自動化施

工という情報出力を対象としていると捉える．これ

はあくまで便宜上の分類である． 

 以上のような分類を行うことで，CIM と i-

Constructionにおける差異化を図ることができ，現在，

主だった議論のなされていない CIM における核とな

る情報のマネジメントを強調させることが可能とな

る．また，今後「ICT 活用に向けた取組」が土工だけ

ではなく，3 次元データに大きく関わってくる橋梁分

野の i-Bridge などに広がると，制度設計の検討が交

錯すると考えられる．  

 

5． CIM モデルの有用性の分析  

 

 実際に行われた工事における資料を基に CIM モデ

ルを構築することで，3 次元 CIM モデルの有用性の

十分な活用には情報のマネジメントが不可欠である

ことを示す． 

 

(1) 研究対象  

本研究が対象とするのは都市部における地下駅舎 

の新設工事である．表-3に本工事の概要をまとめ

た． また，この工事において工程管理ソフトウェ

アや 3 次元の図面は使用されていない．この工事で

は地下から図面に存在しない管が発見され，対処さ

れたこと，埋設管の位置が設計で把握していたもの

より深く，それに対する設計の変更をしたこと以外

は大きな問題はなかったと JV 関係者へのヒアリン

グにて確認している． 

 

(2) 提供資料  

本研究は建設共同企業体(JV)に協力していただ

き，資料提供を受け，その資料を基に 3D のモデル

や工程の構成を行った．提供資料を以下に示す． 

 

 設計図面（2 次元 DWG データ）  

 全体工程表  

 月間工程表（60 枚，平成 17 年 12 月まで）  

 コスト概算表（2 枚） 

 
図-3 日本の建設業における情報技術施策 

 

 
表-3 研究対象工事の概要 
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また，月間工程表は実施工程ではなく予定であり，

施工計画書，工事数量総括表は古いものであり既に

破棄したと JV 側から報告を受けたため CIM モデ

ル作成に使用できなかった．入手することのできな

かった施工計画書，数量計画書の用語を木下が解説

したもの 42)を以下に示す． 

① 施工計画書  

工事帳票の一つで，受注者が工事着手前に工事 

目的物を完成するために必要な手順や工法等に

ついて記して監督職員に提出する資料．工事概要、

計画工程表、現場組織票、指定機械等を記載する．

なお，受注者の任意で施工する場合に おいても，

施工方法等の変更の際には施工計画 書の修正，

提出は必要となる. 

②  工事数量総括表  

工事施工に関する工種，設計数量及び規格を示 

した書類を言う(発注機関により名称は異なる． 

国土交通省「土木工事共通仕様書(案)」(平成 25 

年 3 月)においては，この名称を用いる)．記載 の

工種(レベル 2)，種別(レベル 3)，細別(レベル 4)

の体系は，新土木工事積算大系の工事工種体系ツ

リーが基本となる. 

 

(3) CIM モデル作成と問題    

提供資料から CIM モデルを作成したところ，以

下 の項目が 3 次元モデル化と工程表と連携させる

作業の際に障害となった． 

 

a) 2 次元図面間の不整合  

2 次元図面の 3 次元モデル化を行ったところ図

-1 のように，平面図に準拠した計画幹線と，止

水壁断面図に準拠した計画幹線の間で不整合が 

確認された．また，同様の 2 次元図面間の不整 

合は複数確認された 

b) 支障物撤去のタスクの詳細が不明 

図面内に工程に影響を及ぼすと考えられる支障 

物が存在するが，支障物撤去のタスクが月間工 

程表のうちに見られない． 

c) 月間工程表(予定)の変動 

提供いただいた工程表で最も詳細なものが月間

工程表(予定)であったので，CIM モデルに組み

込む工期とする検討をしたが，実施工程表では

ないため前後月であっても変動が激しく，CIM

モデルに工程を組み込むことは断念した． 

d) タスクの指定された作業範囲が大きい 

月間工程表に示された作業範囲からは大まかな 

位置しか把握できない．よって工程のタスクと 

図面の詳細な対応付けが困難である．   

 

これら作業上の問題点は，2 次元図面とソフトウェ 

アを使用していないバーチャートが基礎となる施 

工において，事後的に工程を含む 3 次元モデルを作

成する際に生じたものである．実際の工事において，

様々な情報を扱う CIM モデルの効果的な活用するた

めには 3 次元モデルの対応付けを考慮した情報の扱

い，つまりタスク，工程と 3 次元モデルなど，情報

のマネジメント法を考慮することが必要となる． 

 

(4) 異なるタイミングで作成された 2 次元図面間の

比較 

本研究では提供資料における「221_仮設工構造一

般図_141008」と「国道路面覆工図(専用桁入り)」の 

2 種類の 2 次元図面を比較し，止水壁における変更を

中心に抽出した． 

「221_仮設工構造一般図_141008」のファイル名の

数字は 2014 年 10 月 8 日が最終更新日であるという

意味であると考えられる．「221_仮設工構造一般図

_141008(以後，旧図面．)」の画層に記載されている

更新日を表-4 に時系列にまとめた．また会社名や同

様に「国道路面覆工図(専用桁入り) (以後，新図面．)」

の更新日に関しても表-5に時系列にまとめた． 

ここで 2 つの図面で同じ時間範囲を一部共有して

いる図面であるにも関わらず，日付の記入された画

層が重複していないことがわかる．このように同じ

止水壁などに関する情報が統合されず，分散してし

まっていることがわかる．高い能力と多くの経験を

持った技術者であればマネジメントは可能であると

考えられるが，情報を統合･一元化されることを前提

とする CIM を活用することは現状の情報マネジメン

トシステムでは難しいことがわかる． 

なお， 2 度の更新があった構造物と柱に関しては，

古い日付の画層には何も記されていない． 

2 次元図面間の比較を行った結果，止水壁に関する

変更のみで 40 箇所抽出された．以下に図面変更の原

因別分類を示す．なお，緑色が旧図面の止水壁であり，

灰色が新図面の止水壁である． 

 

a) 発注者による変更：4 箇所 

発注者側による意向で変更が行われた場合を指

す．また止水壁に関する変更では発注者側の設

計変更の意図が不明瞭であったことが施工者へ

のヒアリングにおいて確認されている． 

b) 干渉(設計における埋設管位置精度が不十分)：21

箇所 

設計における埋設管位置精度が不十分であった

ため，埋設管との干渉があり設計変更を行った．

または干渉する位置に埋設管がなかった，干渉

物が撤去可能だったため設計変更を行った場合

を指す． 

c) 埋設物との離隔考慮(設計における埋設管位置

精度が不十分)：4 箇所 

設計における埋設管位置精度が不十分であった

ため，埋設管との離隔を考慮した変更が行われ

ていた場合を指す． 

d) 施工性を考慮した変更(埋設物との離隔考慮な

ど)：7 箇所 

施工者側の要望によって，施工性を理由に埋設

管との離隔などを考慮した変更が行われていた

場合を指す． 

e) その他：4 箇所 
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施工段階での現場合わせが前提となっていた場

合を指す． 

 

 

 また，図-7が発注者の意向により止水壁の線形が変

更された場合であり，図-8 が NTT 管(旧図面)を意識

して干渉しないよう設計されたものの，実際には大

きく位置が異なっており，その実際の位置に合わせ

て止水壁の設計変更を行った場合である．図-9 は

NTT 管が旧図面と比較して実際には広がっていたた

 
図-8 埋設管との干渉 

 

 
図-9 埋設管との離隔考慮 

 

 
図-10 施工性に向上のための埋設管との離隔考慮 

図-6 2 次元図面間の不整合 

 

表-4 「221_仮設工構造一般図_141008」画層更新日 

 
 

表-5 「国道路面覆工図(専用桁入り)」画層更新日 

 
 

 
図-7  止水壁の線形が変更(発注者による変更) 

 

NTT 管(旧図面) 

NTT 管(新図面) 

NTT 管 

(旧図面) 

NTT 管 

(新図面) 
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め，離隔を考慮した設計変更が行われた場合であり，

図-10 はガス管との離隔を考慮するために施工者の

要望によって変更された場合である． 

a)～e)の分類のうち，設計段階から CIM が活用され

ていた場合に，施工段階の設計変更を防ぐ可能性が

あるのは「埋設管との離隔考慮」である．それ以外の

場合については，発注者側の意図が不明瞭である以

上，設計段階からの CIM が有効であるか判断ができ

ないものや，CIM データ構成に用いられるはずであ

るデータの精度不足が原因であり，CIM 活用の有無

にかかわらないため考慮しないこととした． 

 2 次元図面間の比較から，都市内の地下を対象とし

た工事においては，本事例と同様に設計段階での情

報不足により多くの設計変更が生じると考えられる．

国土交通省が報告しているように「道路等を掘削す

る工事においては，こうした地下埋設物の位置情報

が必ずしも正確でないことから，地下埋設物を損傷

する事故が多く発生している」43)．そのため CIM の

可視化や干渉チェック等の利点は現時点では限定的

にならざるを得ない．このことから埋設管の情報精

度の問題であり国土交通省が打ち出した地下埋設管

情報の統合的管理を目指す取り組みが重要となる 43)． 

仮に設計段階から一気通貫で CIM による情報マネ

ジメントが行われた場合，CIM モデルによって組み

込む情報は統合され，図面のバージョン管理などが

徹底される．それにより，本事例のような図面の変更

が別の図面に点在しているような情報の不整合が生

じなくなると考えられる．このような CIM モデルを

介した図面のバージョン管理を行うことで，図面修

正の整合性の担保にもつながり，不確定な条件が多

い対象工事であっても，情報の整合性に起因する手

戻りなく柔軟に施工を進めることができる． 

以上のように，有効な CIM モデル構築には設計者，

施工者，施設管理者などの各レイヤーが，連携を考慮

した情報精度を確保し，情報マネジメントを行う必

要がある． 

 

6． CIMにおける情報マネジメント 

 

 CIM の取り組みが成果を発揮して，建設生産性が

向上し，より創造的な社会基盤事業を達成するため

には，ICT レベルの向上や，必要最低限の標準化は必

要であるが，本質的なことは，発注者・設計者・施工

者等のステークホルダーの組織としての CIM 対応能

力の充実，それらの協働体制の確立，それらの結果と

しての各組織がWIN－WIN関係を継続的に保持して

ゆけるメリットの最大化である．図-11にこれらの観

点から重要と思われる施策を整理した．CIM ポリシ

ーをしっかり持つ人材，建設情報マネジメント能力

のある人材などの必要な人材確保と，CIM マネージ

ャーの業務の確立などの協働のための制度作りであ

ると考える．そこで，情報マネジメントに関する状況

を BSi が制定している関連規格から整理し，CIM に

 
図-11 CIM における協働体制と対応能力 

C
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に
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おけるライフサイクル情報マネジメントの実現のた

めの方法論を検討する． 

 

（1） BIMにおける情報マネジメントの取り組み 

情報マネジメントの制度化はイギリスの BSi が作

成した BS119232)のサポートドキュメントである

PAS1192-2:201333)にみられる．「PAS1192-2 は，BIM を

使用して提供されるプロジェクトに関連する情報マ

ネジメント要件に関する具体的なガイダンスを提供

する」33)．この文書は BS1192 と CIC BIM Protocol, 

First Edition, 201344)などを参照しており，これらの参

照文書は PAS1192-2 の適用に必要不可欠であると述

べられている 33)．PAS1192 にはプロジェクトの段階

によって文書が異なるが，本論文では設計，施工にお

ける情報マネジメントを取り扱う PAS1192-2:2013 を

参照した． 

 PAS1192-2:2013 は発注者側から提出要求される

「発注者の情報要件 (EIR: Employer’s Information 

Requirements)」に応じて受注者側は発注者が，サプラ

イヤーの取組案，能力及び力量が「発注者の情報要件

(EIR)」を満足するか評価するための文書である「契

約前 BIM 実行計画(BEP: BIM Execution Plan)」を作成

する．契約後は「契約前 BIM 実行計画(BEP)」を詳細

化 し ， プ ロ ジ ェ ク ト 履 行 計 画 (PIP: Project 

Implementation Plan)，タスクチーム情報管理計画

(TIDP: Task Information Delivery Plan)，マスター情報

管理計画(MIDP: Master Information Delivery Plan)など

を含む「契約後 BIM 実行計画(BEP)」を作成する．こ

の「契約後 BIM 実行計画(BEP)」の内容を指標としプ

ロジェクトのマネジメントを行う．図-13に「発注者

の情報要件(EIR)」の要求から「契約後 BIM 実行計画

(BEP)」作成までの資料の大枠の関係を示した．この

ように発注者からの要件を基礎にすることで，必要

な情報を明確にしたマネジメントが可能になる． 

 

（2） CIMの効果的活用のための情報のマネジメン

ト法の導入に関する検討 

 日本国内における情報マネジメントの向上のため

に PAS1192-2 における重要だと考えられる要素から

日本における情報マネジメントに関する制度検討の

方針を示した． 

 

a) 情報マネージャーの役割の任命 

情報マネージャーは CIC BIM Protocol において「発

注者によって情報管理の役割を果たすために任命さ

れた人」と定義されており，発注者は情報マネージャ

ーとしての役割を担う関係者を指名することが義務

づけられている．情報マネージャーの役割はプロジ

ェクトの様々な段階でコンサルタントまたは受注者

となる設計リーダーまたはプロジェクトリーダーの

いずれかによって実行される可能性が高い 12)．また，

場合によっては，発注者は独立した情報マネージャ

ーを任命することもできる．CIC BIM Protocol によれ

ば，情報マネージャーの主要な責任は以下のように

要約できる 12)． 

 

 プロジェクトにおける情報交換のためのプ

ロセスと手順の管理 

 プロジェクト情報計画と資産情報計画の開

始と実施 

 情報交換などのプロジェクト成果の準備を

支援する 

 モデル生産・引き渡し表 (MPDT: Model 

Production and Delivery Table)の更新を含む

BIM プロトコルの実装 

 

日本国内においては CIM の情報を管理する情報マ

ネージャーに関する制度にあたるものはなく，情報

管理における計画を契約に必要なものと位置づけ，

情報マネージャーの任命を行っていく必要がある． 

情報のシームレスなマネジメントという点で，情

報マネージャーを設計及び施工の段階での役割分担，

契約の形態について考察する．設計施工一括であれ

ばコンサルタントとゼネコンの JV の中に，明確に

BIM による情報マネジメントの能力と実績のある

BIM マネージャーを置くことが望ましい．Liu ら 30)

も指摘しているように，設計コンサルタント・施工者

は，そのオリジナリティを維持できるメリットから，

その内部に BIM コンサルティング機能を持つことを

好むものの，BIM コンサルタントの能力を有する企

業は多くないため，発注者から見ると BIM コンサル

 
 

図-13 PAS1192-2 における概略図 
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タントを設計コンサルタント・施工者以外の第三者

から選ぶことで BIM の効果が発揮されやすいことを

考慮するべきである． 

また，設計施工分離発注の場合には，現状では，設

計コンサルタント，施工を受注する請負者のなかに，

BIM マネジメントの機能を持つことが必要であるも

のの，設計の施工の間での情報の隔絶は BIM の有効

性を阻害する要因であることから，BIM の経験が豊

富で能力のある独立した第三者と発注者の間で BIM

マネジメント契約を結ぶことが望ましい． 

ECI (Early Contractor Involvement)方式という，設計

段階から施工者の関与する方式に関しては，Porwal

ら 28)は，設計段階から発注者側に BIM コンサルタン

トを置き，設計に関して BIM を活用して連携検討す

る請負業者を含むパートナーシップを提案している．

このように，発注者は必ずしも BIM のスペシャリス

ト機能を有する必要はなく，適切な専門家のコンサ

ルティングを有効に活用することが望ましい． 

いずれにしても，BIM マネージャーは単に情報の

専門家集団ではなく，建設プロジェクトに精通した

情報の専門家集団であることが必要となる． 

b) 情報の承認プロセス設定 

PAS1192-2 における情報の承認プロセスは共通デ

ータ環境(CED：Common data environment)によるもの

であり BS1192 の共通データ環境(CED)を拡張したも

のと捉えられる．図-12 に共通データ環境(CED)の構

造を示す． 

発注者と契約した受注者(階層 1)において複数のタ

スクチームを設け，そのそれぞれの階層において，タ

スクチーム管理者，タスク情報管理者，BIM 製作者

などの役割分担が設定されている． 

 また①～⑥におけるプロセスにおいても情報マネ

ージャーや発注者などの役割分担が行われている．

日本国内の CIM においても，維持管理段階へ有用な

情報を漏れなく引き継ぐことが重要であるため，共

通データ環境(CED)のような情報のプロセスの設定

を入札段階で要求文書に加えるなどの取り組みが必

要であると考えられる． 

c) 発注者に求められる役割の限定 

 PAS1192-2 において発注者の役割として特徴的で

あるのは，主に設計段階の節目において「発注者側の

平易な言葉による質問」の回答に値する情報を受注

者が提供することが事業プロセス内に含まれている

ことである．以上のように情報技術の知識の十分で

はない発注者においても，「発注者の情報要件(EIR)」

を作成することが可能であれば BIM の導入が可能と

なる．このような発注者側の知識に依存することの

ないシステム構築も必要となる． 

日本国内の CIM の本格導入において PAS1192-2 な

どを参照し，情報のマネジメントに焦点をあてた制

度設計の指針を示した．ライフサイクルを通して情

報の活用を行うためにも，情報マネジメントにおい

ての積極的な議論がなされるべきであると考えられ

る． 

 
図-12 PAS1192-2 における共通データ環境(CED) 
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クライアント共有領域

社内設計チームだ
けに使用される未
検証設計データ

生産中の未完成品

プロジェクトチーム
と共有される検証
済み設計データ

共有

プロフェッショナル
設計タスクチームの階層
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これまでのところ，CIM の導入推進における発注

者の役割に関しては，試行事業の中で活用型技術監

理業務として外部支援を取り入れ，発注者内での業

務の効率化や課題の解決ツールとして CIM の活用を

推進するリードオフマンの育成を想定して，事業の

上流段階や業務の各ポイントで CIM の具体的な活用

方策の提案をもらうだけでなく，3 次元 CAD の取り

扱いに対するアドバイスも求めることとしている．

このような取り組みは必要であるが，最も重要なこ

とは発注者としての役割の明確化である． 

d) 受注者の役割 

 設計コンサルタントあるいは施工を担当する請負

者の中に，CIM マネジメント機能を持たせる場合，

特に中小の企業には CIM を活用できる人材は皆無で

ある場合が多く，社員自らがモデリングをして業務

に取り組んでいる業者は少ないため，多くは下請け

のモデリング専門企業にモデルを作成させているの

が現状である．このような状況では，従来の業務とモ

デリング業務が社内グループの中で乖離し，情報マ

ネジメントが成立しないばかりか，将来的な発展性

も阻害されることになる．しかし，このような状況も

社内の問題であり，発注者などの他のステークホル

ダーが関与できない課題である．このようなビジネ

スモデルでは発展性がないため，そのような企業は

CIM の流れから取り残されてゆく可能性が高いであ

ろう．そのように考えた場合，発注者は BIM マネー

ジャーに求められる能力を明確にして，経験と知識

の豊富な第三者を BIM マネージャーとして契約し，

統合的な情報マネジメントを行うことが求められる． 

以上では，日本国内の CIM の本格導入において

PAS1192-2 などを参照し，情報のマネジメントに焦点

をあてた制度設計の指針を示した．ライフサイクル

を通して情報の活用を行うためにも，情報マネジメ

ントにおいての積極的な議論がなされるべきである

と考えられる． 

 

7． 結論 

 

 本研究では，本格導入期である CIM の担うべき役

割を CALS/EC，BIM，i-Construction との関係を明確

にしつつ方向づけを行うことで，今後制度面におい

て検討するべきは情報マネジメントであることを明

らかにし，制度検討の方針案を示した．都市内地下駅

舎建設事業の仮設構造物を対象に CIM モデルの作成

を行うことで，2 次元図面の限界を示し，また，施工

中の設計変更を抽出し，CIM の活用可能性を探るこ

とで，CIM の利点にも埋設管情報の精度など与条件

に依存してしまうという限界があることを示した． 

以上より CIM モデルを活用する場合には，CIM モ

デルに適合するような情報のマネジメントに関する

制度検討，ひいては発注者・設計者・施工者等のステ

ークホルダーの組織としての CIM 対応能力の充実，

それらの協働体制の確立が必要となる． 
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In recent years, efforts to utilize information technology in the construction industry are 

expanding globally, and BIM (Building Information Modeling) has been mandated in the UK 
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in 2016. In Japan, CIM (Construction Information Modeling) was proposed under the 

leadership of the Ministry of Land, Infrastructure and Transport, in order to introduce the 

application precedent in the building field into the civil engineering field, "CIM introduction 

guideline (draft)" was announced in 2017. However, information management in the life cycle, 

such as collaboration from design to construction, and discussion on the form of contract 

execution for that purpose are underway.  
In this research, first of all, while summarizing broad institutional issues in CIM and 

utilization of overseas information technology focusing on BIM, utilizing information 

technology in Japan as a starting point of CALS / EC measures BIM, By positioning CIM and 

i-Construction, we clarify that the issue to be considered by CIM in Japan is management of 

information. From the design to the construction, at least for the information management 

seamless environment is indispensable for maximizing the effect of CIM introduction, by 

analysis targeting the private construction work of design and construction separation order. 

Then, consider the methodology for realizing life cycle information management in CIM 

based on BS 1192 and PAS 1192-2. 
 


